
○公募期間：　平成２３年１２月２２日～平成２４年２月２９日

○交付決定案件一覧 百万円未満切捨て [百万円]

補助対象
事業総額

補助金額

（１）東北地域医療情報連携基盤構築事業 1,177 392

（３）被災地就労履歴管理システム構築事業費補助事業 114 38

（５）スマートグリッド通信インタフェース導入事業 2,797 932

（６）災害に強い情報連携システム構築事業 583 194

（７）自治体クラウド導入事業 1,763 587

6,434 2,143

1件

被災地域情報化推進事業（平成23年3次補正）
第１回交付決定案件

15件

3件

合計 23件

事業区分
交付決定

件数

3件

1件



○第１回交付決定団体 百万円未満切捨て [百万円]

県 申請者 事業区分
補助対象
事業総額

補助金額

青森県　１件

三沢市 ６ 162 54

岩手県　２件

釜石市 ７ 123 41

大槌町・普代
村・野田村

７ 688 229

宮城県　５件

宮城県 １ 1,177 392

仙台市 ５ 2,419 806

七ヶ浜町 ７ 12 4

色麻町 ７ 19 6

涌谷町 ７ 59 19

福島県　７件

福島県 ６ 361 120

福島市 ３ 114 38

会津若松市 ５ 272 90

須賀川市 ７ 264 88

古殿町 ７ 12 4

小野町 ７ 135 45

葛尾村 ７ 13 4

基幹系・内部系システムを、3町村共同でクラウドへ移行。

石巻医療圏、気仙沼医療圏において患者・住民の医療・健
康情報を安全かつ円滑に記録・蓄積・共有するための医療
情報連携基盤等を構築。

復興公営住宅（4棟・176世帯）のHEMS（家庭エネルギー管理
システム）や太陽光発電装置などを遠隔から一括管理するシ
ステム等を導入。

基幹系システムをクラウドへ移行。

基幹系システムをクラウドへ移行するとともに、自庁舎内に
バックアップ環境を構築。

基幹系・内部系システムをクラウドへ移行するとともに、自庁
舎内に非常時用サーバを構築。

基幹系システムをクラウドへ移行するとともに、自庁舎内に
バックアップ環境を構築。

緊急情報の自動発報のための、防災行政無線と有線放送
（ワンセグ放送含む）及びエリアメールの連動機能の構築。

事業概要

基幹系システムをクラウドへ移行するとともに、自庁舎内に
バックアップ環境を構築。

基幹系システムをクラウドへ移行するとともに、自庁舎内に
バックアップ環境を構築。

県下市町村災害関連情報の一元管理配信機能及び県内無
線ネットワーク環境の構築。

被災地における除染業務に係る安全衛生の確保や就労履
歴の正確な捕捉・管理を行うため、従事者の就労履歴管理
システムを構築。

一般世帯等（約100世帯）のHEMS（家庭エネルギー管理シス
テム）を遠隔から一括管理するシステム等を導入。

基幹系システムをクラウドへ移行するとともに、自庁舎内に
バックアップ環境を構築。

基幹系システムをクラウドへ移行するとともに、自庁舎内と遠
隔地にバックアップ環境を構築。



○第１回交付決定団体 百万円未満切捨て [百万円]

県 申請者 事業区分
補助対象
事業総額

補助金額事業概要

茨城県　２件

潮来市 ７ 23 7

大子町 ７ 99 33

栃木県　１件

足利市 ５ 105 35

千葉県　４件

松戸市 ７ 10 3

浦安市 ７ 104 34

九十九里町 ６ 59 19

白子町 ７ 157 52

長野県　１件

栄村 ７ 38 12

基幹系システムをクラウドへ移行するとともに、自庁舎内に
バックアップ環境を構築。

基幹系システムをクラウドへ移行するとともに、自庁舎内に
バックアップ環境を構築。

基幹系・内部系システムをクラウドへ移行するとともに、自庁
舎内にバックアップ環境を構築。

基幹系システムをクラウドへ移行するとともに、自庁舎内に
バックアップ環境を構築。

公共施設（52箇所）のBEMS（ビルエネルギー管理システム）
や太陽光発電装置などを遠隔から一括管理するシステム等
を導入。

クラウド化に向けた調査・検討を通じ、「自治体クラウド化計
画」及び提案依頼書の作成等を行う。

基幹系システムをクラウドへ移行するとともに、他システムと
の連携機能を構築。

町内災害関連情報の一元管理及びエリアメールやメーリン
グリスト、サイネージ等への一括配信機能並びに避難所で使
用可能なWi-Fi環境の構築。
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